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黒竜江省稲作の拡大要因と
1980 年代以降の展開
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概　　要
本稿は，黒竜江省の稲作が①なぜ 1980 年に入ってから急速に拡大することができたのか，
②一般農村と国有農場における稲作拡大の具体像はどのようなものだったのか，を明ら
かにしようとするものである．まず①では，1970 年代まで稲作が拡大しなかった要因を
検討し，その理由が立枯病にあったことを究明した．そして，1979 年から育苗用土の
ph 値調整技術を含む日本の稲作技術が黒竜江省に導入されたことにより，立枯病は克服
され，技術面のネックが解消された．育苗用土の ph 値調整技術の導入がその後の稲作
拡大の条件となった．続く②においては，一般農村と国有農場における稲作の拡大には，
岩手県の農民藤原長作により伝授された稲作技術が大きな役割を果たしたこと，国有農
場においては総局が積極的に動いていたこと，その際国有農場における特殊な土地制度
も大きな役割を果たしたこと，などを指摘した．
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Ⅰ．はじめに
　今日，中国の最北に位置する黒竜江省は「農業大省」としての地位を確立し，ジャポニ
カ米の一大産地として世界中に名前を知られており，日本，韓国に輸出も行っている．そ
して日本では，今世紀に入ってから黒竜江省からの輸入米が国産米，もっといえば日本の
農業に危機をもたらすのではないかという議論まで登場している１）．しかし，黒竜江省に
おいて稲作が本格的な展開を見せたのはそれほど昔のことではなく，1980 年代以降のこと
である．以下では，まず，黒竜江省における農業構造の変遷を紹介しておきたい．
１）例えば，福岡県稲作経営者協議会編，村田武監修（2001），黒龍江省コメ視察団（2003）など．
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1．黒竜江省農業構造の変遷
　表 1 は，1949 年以降の黒竜江省における主要作物作付面積の推移を示したものである．
黒竜江省の農業において，食糧作物が一貫して大きなウェートを占めていることが確認で
きる．
　黒竜江省における食糧作物の中で，新中国期に入ってから 1990 年代前半まで，トウモ
ロコシ，大豆，小麦は順位の変動はあるものの，一貫して 3 大作物であった．そのうちト
ウモロコシは全体として増加傾向を示しているが，2000 年代半ば頃から急速に増加してい
る．大豆も，歴史的にみると全体として増加傾向にあり，2000 年頃から急増しているが，
ここ数年の趨勢をみると，2009 年の 486 万 ha をピークに減少傾向にある．小麦は，新中
国期に入って一貫して増加傾向にあったが，1981 年の作付面積 219 万 ha をピークとして，
それ以降は減少しており，2000 年代に入り，20 万 ha 程度まで落ち込んだ．
　これらに対して，水稲は 1980 年代前半から増加し始め，1997 年には小麦を抜いて，第
3 位，さらに 2012 年には大豆を抜いて第 2 位の位置を占めるに至った．以上，新中国期の
黒竜江省において，稲作農業そのものは継続的に行われていたものの，存在感を示すよう
になったのは，やはり 1980 年代以降のことであることが確認できた．
表１　黒竜江省における主要作物の作付面積の変遷
出所：『黒竜江統計年鑑』各年版による．
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2．課題の設定と本稿の構成
　それでは，なぜ，黒竜江省における稲作は 1980 年代前半から急速に拡大したのだろうか．
そして，その具体像はどのようなものだったのか．本稿は，この疑問を農業技術論的に解
明しようとするものである．
　渡辺（1976）の農業技術論によれば，農業技術は，有形的形態と無形的形態に分類される．
ここで，有形的形態とは物的生産手段であり，品種，農機具，施設，肥料などが含まれる．
一方，無形的形態とは，稲作の場合，稲作栽培法を指している．前者は近代的投入と同じ
概念であり，後者は育苗法，施肥法などを含む一連の栽培技術である．
　本稿が，農業技術論的分析手法を用いるのは，以下のような問題意識に基づいている．
　黒竜江省における 1980 年代以降の急速な稲作の拡大を検討する上では，まず前史，つ
まりなぜ 1970 年代まで拡大できなかったかを解明する必要があると筆者は考えている．
黒竜江省は中国全体からみて限界地に位置しており，寒冷気候や無霜期が短いことなどの
気象的制限とアルカリ性土壌や「低䘌易䰳地」と呼ばれる水はけが悪く冠水しやすい土地
が多いことが特徴である．しかし，こうした中でも，比較的に条件の恵まれているところ
では早くから農業が営まれており，清末以降は朝鮮からの移民によって稲作が開始された．
また，自然条件の劣っているところでは，戦前は日本からの開拓団も「開拓」を試みてい
るほか，新中国期に入ってからは，瀋陽公安局と北京公安局の刑務所の囚人による開墾や，
1956 年に農墾部長となった王震の指導下で開墾者として黒竜江省にきた鉄道兵による開墾
があり，今日の国有農場２）（農墾区）につながる．ただし，後にも述べるように，1980 年
代までの国有農場は畑作が基本であり，図 1 で確認できるように，国有農場における稲作
の本格的な拡大は 1990 年代以降のことである．
　また，計画経済期においても，稲（米）は重要な作物であった．稲作（米）は単収が高
く，かつ多くの国民に嗜好されただけでなく，貿易財としても重要だった３）．しかし，黒
竜江省における稲作は 1970 年代まで拡大しなかった．開墾時になぜ稲作を展開ぜずに畑
作にしたのか．その理由として，水田圃場整備にかかわる費用や資材の不足が挙げられる
が，本稿は，1970 年代まで稲作農業技術の面においてネックがあったからではないかと考
えている．
２）国営農場は，1976 年から 1996 年まで「黒竜江省国営農場総局」の指導下にあったが，国営農場の改革により，
1997 年に「黒竜江省国営農場総局」は「黒竜江省農墾総局」に改名され，「国営農場」は「国有農場」に変化した．
以下では，煩雑を避けるため用語として「国有農場」と「総局」を使用する．
３）新中国成立初期の食糧貿易を検討した松村（2008）によれば，1950 年代に中国はインドやセイロンからジュー
トや綿製品，ゴムなどを輸入するために，国際価格を下回る価格で米を提供していた．
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　近年，中国において稲作地帯としての黒竜江省の地位が高まるにつれ，それについての
研究が盛んになっており，数多くの研究が発表されている．日本では，とりわけ国有農場
における稲作についての研究が蓄積されてきた．以下では本稿とかかわる先行研究を検討
しておこう．
　まず取り上げるべき研究は，朴紅氏らによる一連の業績である．朴・坂下・䝨・由田（2001），
朴・張・坂下（2010）は水利の側面から三江平原の国有農場における水田の開発を描いた
重要な業績である．前者は新華農場における 1980 年代以降の水田開発に注目し，後者は
三江平原に位置する一般農村と国有農場の比較も行いながら，国有農場における水田展開
の特質を明らかにしている．同論文は，新中国期以降の治水事業も 4 期に分けて解説して
おり，1970 年代半ばから実施された「三江平原総合治水事業」にも触れている．しかし，
治水事業と水田開発は分けて理解する必要がある．というのも 1970 年代中期から三江平
原の治水が重視され始めたのは，1972 年と 1973 年に大きな災害を受けたからである．同
地域は 1972 年に「秋䰳」といわれる秋の冠水被害を受け，翌 1973 年には「春䰳」が起こり，
小麦の播種が遅れたことで，8 万 ha の耕地で種蒔きができないほど大きな被害を受けた．
最終的な被害面積は 33.3 万 ha に達し，これは同年三江平原における総作付面積の 19％を
占めた（黒竜江省地方志編纂委員会 1993b：339）．これが契機となり，三江平原の治水が
重視されはじめたのである．すなわち，当該事業は，稲作を開発するためだけではなく，
畑作を含む耕作農業全体に対する治水事業であった．本稿の関心からいえば，朴・坂下・䝨・
由田（2001），朴・張・坂下（2010）は，農業技術論的に黒竜江省稲作を検討したもので
はなく，本稿が課題とする「なぜ黒竜江省における稲作が 1980 年代前半から急速に拡大
したのか」という問いに直接応えるものとはいえない．
　この他にも，国有農場における稲作に関しては，福岡県稲作経営者協議会編・村田武監
修（2001），加古敏之氏らによる一連の業績４）などが挙げられる．福岡県稲作経営者協議
会編・村田武監修（2001）は，黒竜江省稲作を主導しているのは国有農場であるとした上で，
黒竜江省の稲作が 80 年代以降拡大したのは，日本の藤原長作と原正市による栽培技術移
転と日本関連の品種が発端となっていると解釈している．黒竜江省稲作を主導しているの
が国有農場であるとの論点は当時は通用していた議論であったが，後に述べるように国有
農場だけでは黒竜江省の稲作発展史を理解することはできない．加古氏の諸研究において
も，一貫して，日本からの畑苗育苗技術５）と日本と関連のある品種が，黒竜江省の稲作が
80 年代以降拡大した要因として強調されてきた．
４）加古・張（1999），加古・張（2002），加古・張・草刈（2003），加古（2012）など．
５）主に原正市による栽培技術の移転が強調されており，藤原長作についてはわずかに言及する程度に留まって
いる．
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　黒竜江省（全体）における稲作の普及を検討した新田（1998）は，稲作の普及要因として，
価格政策，北海道からの技術移転（すなわち原正市の貢献），普及組織と3点を挙げているが，
ここでも日本からの栽培技術の貢献が高く評価されていることがわかる６）．
　さらに，黒竜江省だけでなく，東北 3 省における稲作の成長と技術進歩に関する分析を
試みた張越傑（2002）も先行研究として挙げられるが，同論文においても，日本からの稲
作栽培技術と日本関連品種が，80 年代以降における黒竜江省稲作の拡大要因として強調さ
れている．
　すなわち，日本で蓄積された先行研究においては，1980 年代以降における黒竜江省稲作
の拡大要因として，日本からの稲作栽培技術と日本関連品種の重要性が繰り返し主張され
てきた．しかし，前述のような農業技術論的にいえば，いずれも表面的な農業技術論に留
まっており，一歩突っ込んだ議論を展開したものは見当らない．また，日本の寒冷地稲作
技術は，3 つのルートから黒竜江省に導入されており，すなわち，①田中稔を団長とする
日本稲作技術団によるビニールハウス・箱育苗・機械田植技術（大棚盤育苗機械插秧技術）
の導入，②岩手県の農民であった藤原長作による畑苗技術の伝授，③元北海道立農業試験
場職員・原正市による畑苗技術の伝授であった７）が，先行研究において言及されているの
は，②と③のみであり８），とりわけ原正市に重点をおいて語られてきた．
　さらに，こうした先行研究のほとんどが 1980 年代以降のみを対象にしており，黒竜江
省稲作の拡大について，長期的な視点から稲作発展論的な議論を展開した研究はあまりみ
られない９）．
６）同様に黒竜江省（全体）における稲作を検討した李・中川（2005）は，藤原と原による栽培技術移転のほか
に黒竜江省における温暖化の影響を指摘しており，温暖化により春先の気象条件が緩和されたという．同論文
によれば，哈爾浜の年平均気温が，1961-1970 年の 2.8 度から 1970-1990 年には 4.0 度，1994-2000 年には 5.2 度
に上昇した．
７）日本からの稲作技術の導入の経緯などに関しては，李海訓（2014）を参照されたい．
８）張越傑（2002）は，①のルートから導入された品種も取り上げているが，日本関連品種にかかわる議論の枠
内のものである．
９）1970 年代についても言及したものとしては，加古（2012）と加古（2013）が挙げられる．加古（2013）は，
国有農場に限定していた加古（2012）の議論を黒竜江省全体に拡大したものである．既に述べたように，国有
農場を検討対象にした研究は多いが，黒竜江省全体における稲作を対象とした研究はそれほど多くなく，加古
（2013）は貴重な業績である．少々長くなるが，その結論を紹介しておく．
　　「黒龍江省の稲作が奇跡的といえるような急速な発展を始めたのは，日本の寒冷地である北海道や東北地方
で普及していた畑苗移植栽培技術や稲の耐冷性品種が1980年代初頭に黒龍江省に移転されたことが契機になっ
た．さらに広大で，平坦，肥沃な湿原を農業生産に利用できるようにするため，1970 年代中期から実施された『三
江平原総合治水事業』により洪水防止や排水対策が，また，1988 年から開始された『三江平原農業総合開発プ
ロジェクト』により湿原の開墾による農地造成や，畑作から稲作への転換が稲作発展に大きく貢献した．三江
平原を中心に進められた土地基盤整備は日本から移転された寒冷地稲作技術が普及・定着する基礎条件を形成
し，稲作の急速な拡大をもたらした．さらに，日本から移転された畑苗移植栽培技術や稲の品種を適応研究に
より黒龍江省の風土条件に適応する技術である旱育稀植三化技術や耐冷性・高収量品種を開発・普及したこと
が稲作の北進を可能にした．『旱育稀植三化技術』は春先の気温が低く，無霜期間が短期という稲作の制限条
件を克服して，気候条件がより厳しい黒龍江省北東部の三江平原へ稲作の拡大を可能にした」（加古 2013：19-
20）．
　　この議論は，速水佑次郎氏の日本稲作技術の植民地期朝鮮・台湾への移転にかかわる議論を中国黒竜江省に
当てはめたものである．しかし，既述のように，1970年代の治水事業は水田開発と分けて考えなければならない．
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　このような先行研究の状況を踏まえて，本稿では， 1980 年代以前から黒竜江省稲作の第
一線で活躍していた農業技術者によってまとめられ，「黒竜江省稲作三部作」として位置
づけられる 10），呂長文（1990），張矢編（1998），徐一戒編（1999）と県志を主な資料とし
て検討する．呂長文（1990）は，1970 年代までの新中国期における黒竜江省稲作の第一線
で活躍していた農業技術者であったがゆえに得られることができたと思われる重要な情報
を含んでいるが，管見の限り呂長文（1990）を論拠としている先行研究は見当たらない．
　以下のⅡ節では，まず，黒竜江省における稲作がなぜ 1970 年代まで拡大できなかった
かを解明し，何が黒竜江省における稲作発展のネックになっていたのかを究明してみたい．
その際，前述したように先行研究では品種と栽培法において 1980 年代初頭に画期的な変
化があったと指摘されてきたため，本稿では，有形的技術としての品種と無形的技術とし
ての畑育苗（旱育稀植）栽培法に焦点を当て，先行研究の見解を再検討する．続くⅢ節では，
その技術的ネックが解決された後において，黒竜江省の稲作が具体的にどのように展開し
てきたのかを一般農村と国有農場 11）にわけて考察する．そして，Ⅳ節においては，本稿
で得られた知見を提示する．
Ⅱ．黒竜江省稲作の技術的ネックとその解決
　先行研究で言われているように，1980 年代初頭に品種と栽培技術面で画期的な変化が
あったかどうか，新中国期初期まで遡り長期的な視角から検討してみたい．
1．有形的技術としての品種
　まずは，新中国期に入ってから黒竜江省における品種がどのように変遷したかについて
検討してみよう．表 2 には，各年代における黒竜江省稲作の主要品種を掲載した．
　1950 年代初めの主要品種は，1945 年以前から中国東北部で作付されていた品種が主要
なものであった．この中で，「富国」「青森 5 号」などは戦前日本から移転された品種であ
り，「弥栄」「興国」「国主」などは，満鉄農事試験場（1938 年以降は満州国立農事試験場）
で育成された品種である．
　1950 年代末から，「省内科学研究部門で育成された品種」と，「農民育種家が既存品種
から選出した品種」，「省外（中国国内の他省と国外）」から導入した品種などが含まれる．
とりわけ重要だったのは「省外品種」と「省内科学研究部門で育成された品種」であった．
10）近年は，韓貴清（2011）も出版されている．
11）国有農場の史的展開については，朴・坂下（1998）を参照されたい．
22
黒竜江省稲作の拡大要因と 1980 年代以降の展開
　まず，「省外品種」に関して検討しておこう．1950 年代末の「省外品種」には，「公交○
○」や「長白○○」など吉林省農業科学院で育成した品種が多かった．続く 1960 年代の「省
外品種」には，吉林省農業科学院で育成した品種以外に，「農林○○号」や「新雪」など
日本の品種も導入され始めた品種が含まれている．また，「農墾○○」や「京引○○」も
多いが，これらも日本の品種である12）．さらに 1970 年代になると，「新雪」「北斗」など
の 60 年代から使われている品種以外に，「吉粳 60 号」「長豊」「系選 14 号」などの同じ時
期に吉林省で用いられていた品種も導入された．そのうち，「長豊」は「万宝 11 号」から
系統選抜されたものであり，この「万宝 11 号」は日本種の「青森 5 号」から系統育種さ
れたものである．また，「系選 14 号」は 1964 年に吉林省農業科学院水稲研究所で「松遼 4
号」から系統選抜したものであるが，「松遼 4 号」は吉林省農業科学院で 1951 年に，日本
種の「巴錦」と「陸羽 132 号」の交雑種 1 代を母本に，「南光」と「元子 2 号」の交雑種 1
代を父本にして交雑育成された品種である．
　そして，1980 年代前半には「下北」「浜旭」「早錦」などの日本の品種以外に，吉林省吉
林市農業科学研究所で育成した「九稲○○号」も黒竜江省に導入された．日本品種の「下
北」は，吉林省においては 1970 年代にも使用されていた品種であるが，「浜旭」，「早錦」は，
1979 年に田中稔を団長とする日本稲作技術団が吉林省公主嶺において日本稲作展示を行っ
た際に持ち込まれたもの 13）である．このように 1960 年代以降に吉林省から導入された品
種の中には，1950 年代末以降に中国に持ち込まれた日本の品種を親に交配育種した品種が
多く含まれていた．
　以上の「省外品種」についての検討からは，一貫して同時代の日本の寒冷地において栽
表２　黒竜江省における稲作の主要品種の変遷
注：50 年代末の省外品種「原子 5 号」は「原子 2 号」の間違いだと思われる．
出所：『黒竜江統計年鑑』各年版による．
12）李海訓（2014）を参照されたい．
13）李海訓（2014）を参照されたい．
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培されていた品種と同時代の吉林省における代表的な品種が黒竜江省に流れ込んでいた
ことがわかる．このことから，「省外品種」について，1980 年代前半に品種の画期的な変
化があったとはいえない．先行研究で盛んに主張されている日本品種の中国への導入は，
1980 年代初頭に始まったわけではない．1960 年代以降，黒竜江省に日本の品種が多く導
入されたことはすでに述べたが，日本国内において実施されていた品種改良に関しても，
1950 年代以降は「画期」がなかったと思われる．戦後，自然状況を克服するという意味で「画
期」といいうるのは，藤坂試験地（青森県）において田中稔により育種され，1949 年に命
名された「藤坂 5 号」のみであろう14）．
　では，次に，黒竜江省内の科学研究部門において育成された品種はどうだろうか．表 2
に掲載してある品種を育種した機関（1985 年までの黒竜江省内にある研究機構）に関して
みると，合江水稲研究所，牡丹江農業科学研究所，東北農学院，黒竜江省農墾科学院水稲
研究所，嫩江農業科学研究所，黒河農業科学研究所，黒竜江省農業科学院五常水稲試験站，
査哈陽水稲試験站，湯原県水稲科学研究所など（呂長文 1990：251），実に多くの機関が品
種の育成にかかわっていた．とりわけ，合江水稲研究所の役割が最も大きかったが，これ
は当該研究所の歴史とも関連がある．当該研究所は黒竜江省の中では歴史が最も長く，規
模も最も大きい．
　合江水稲研究所は，佳木斯農事試験場水稲組を前身としている．1936 年，佳木斯に佳木
斯農事試験場が設立され，1942 年に水稲試験地が設けられた．1945 年以降，唐川15）らが
接収にかかわったが，日本が撤退するとき，既存の設備と家屋は大部分が焼かれ，残され
た家屋や物資，食糧，種子なども混乱の中ですべて持っていかれたとされる（武衡 1985：
232）16）．しかし，1946 年には唐川らによって建て直され，1948 年にはもともと佳木斯農
事試験場が保有していた 40ha の土地や 8 棟の家屋，農作物の品種が合江省政府佳木斯農
事試験場に移管された（武衡 1985：232）．これを基に，1949 年から佳木斯農事試験場の
水稲組を中心に水稲研究が行われることになった．佳木斯農事試験場水稲組は 1963 年に
「合江水稲試験站」に，さらに 1970 年には「合江地区水稲科学研究所」に名称変更された．
その後，1979 年に合江地区水稲科学研究所は黒竜江省農業科学院の直属機関に変更され，
「黒竜江省農業科学院合江水稲研究所」に改名された．1986 年にも「黒竜江省農業科学院
14）「コシヒカリ」や「ササニシキ」は，味の側面において画期的な意味をもつ．
15）唐川（1910 ～ 2000 年）は，湖南省溆浦出身．1946 年から東北で，東北局財経弁事処研究員，佳木斯農事試験場々
長，東北行政委員会農業処秘書などを歴任し，その後，1948 年に公主嶺農事試験場々長，1953 年に東北農業
科学研究所々長，党組書記，1959 年に吉林省農業科学院々長，党委書記に就く．瀋陽農学院，東北農学院副院
長を兼任したことがあり，1957 ～ 1959 年には中国農業科学院副秘書長を務めた（楊志剛 2008：1107）．
16）「満州国」期の農事試験場の接収過程に関しては，湯川（2013）を参照されたい．
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水稲研究所」と改名されるが，2007 年に「黒竜江省農業科学院佳木斯水稲研究所」となり，
現在に至る（潘国君 2012）．
　黒竜江省内科学研究部門において育成された品種の中には「合江○○号」という名称の
ものが最も多いが，「合江○○号」はこの水稲研究所で育成された品種である．合江系品
種は一貫して黒竜江省稲作における主要な品種であった．1967 年時点で黒竜江省における
作付面積が最も多い品種は「合江 10 号」（12,373ha）であり，1977 年時点では「合江 14 号」
（18,355ha）であった．その後も「合江 14 号」の作付面積は， 1978 年の 26,076ha，1979 年
20,140ha，1980 年 17,230ha と最多であった．1981 年になると「合江 19 号」が「合江 14 号」
を越える．その「合江 19 号」の作付面積は，1981 年に 22,300ha だったものが，1982 年
34,215ha，1983年45,833ha，1984年70,080ha，1985年に95,040haまでに増えると同時にまた，
品種別ウェイトにおいても一貫して最大であった（呂長文 1990：272-289）．さらに「合江
19 号」は 1998 年においても黒竜江省で作付面積の最も多い品種（26 万 ha）であった（加
古・張・草刈 2003：6）．すなわち，1960 年代以降の黒竜江省において，作付面積が最も
多い品種は，一貫して合江系品種であった．
　表 2 の「省内科学研究部門育成」品種を，データの入手できる範囲で具体的に示したの
が表 3 である．これによれば，「合江 19 号」は「合江 12 号」と「蝦夷」/「手稲（テイネ）」
の組み合わせから生まれた品種である．「蝦夷」と「手稲」は「京引 59 号」と「京引 58 号」
表３　黒竜江省稲作における主要品種中の省内研究機関で育成された品種
出所：林世成・閔紹楷（1991）『中国水稲品種及其系譜』上海科学技術出版社により作成した．
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の別名であり，戦後日本で育成され，中国に移転されたものである．また，「合江 12 号」
は戦前に日本から持ち込まれた「石狩白毛」と「農林 11 号」を親として，合江地区水稲
研究所が育成したものである．その他の省内科学研究部門育成品種も同様であり，黒竜江
省の各研究機関では，戦前から持ち込まれた品種の「遺産」を基盤として品種育成を行い，
さらに，そこで生まれた品種や日本，吉林省などから新たに導入された品種を基に試験研
究を行うことで新たな品種を生み出していった．すなわち，省内科学研究部門育成品種も
1980 年代初頭に画期的な変化があったのではなく，徐々に進化してきたのである．さらに，
実際，寒冷地稲作の定着・拡大の基本的要因である耐寒性・早生品種は，戦前にすでに中
国東北に持ち込まれており（朴敬玉 2008；李海訓 2013），新中国期以降もそれらを基盤に
品種改良を行ってきたため，表 3 でも確認できるように，新中国期に育成された品種は基
本的に耐寒性という性格を有するのであった．
2．無形的技術としての畑苗（旱育苗）技術
　次に無形的技術である畑苗移植栽培技術を検討していこう．この畑苗移植栽培技術は，
藤原長作により 1981 年に方正県で，原正市により 1982 年に海倫県で紹介された．彼らが
紹介した技術は「旱育稀植栽培法（技術）」と呼ばれる（張矢 1998：9-10）．この技術が，
当時の中国側の稲作技術者（呂長文17））にはどのようにみえていたのか．呂の見解を紹介
しておこう．
　呂によれば，黒竜江省南部の一部稲作地帯では，1950 年代の旱育苗技術を基礎に，1968
年からビニール薄膜を利用して苗代を覆い，保温できるような方法を使い始めており，こ
の技術が結果的に薄膜保温旱育苗（ビニール薄膜旱育苗技術）に進化したという．さらに，
牡丹江地区農業科学研究所では，60 年代末から 70 年代初頭にかけて水稲ビニール薄膜旱
育苗技術の研究にプロジェクトとして取り組み，良い成果を得ていた．旱育苗は早く育苗
することができ，分蘖が多く，苗が丈夫であるだけでなく，苗代の面積や種子を節約できた．
また穂が大きく粒が多かったため増収傾向にあったが，1980 年代の「旱育稀植栽培法」は
基本的にこれと同じ栽培法であり，とりわけ藤原長作が紹介した技術とはほぼ同一技術で
17）呂は，田中稔を団長とする日本稲作技術団が公主嶺に行った際に招集された「中日稲作技術学習班」に，黒
竜江省農業局から参加した稲作を専門とする技術者であり，黒竜江省を代表する稲作技術者である．呂長文
（1981）「日本水稲機械化高産栽培技術引進及其応用的研究」『黒竜江農業科学』1981 年第 2 期，呂長文（1983）
「論寒地稲作種子精量播種―為田中稔博士《中国寒冷地区稲作技術的改革》発表三周年而作」『種子世界』1983
年第 3 期など論文のほか，呂長文（1985）『寒地水稲実用耕作栽培』黒竜江朝鮮民族出版社のような稲作技術
入門マニュアル書や呂長文（1990）『黒竜江稲作発展史』黒竜江朝鮮民族出版社，などの業績がある．
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あった（呂長文 1990：204）．
　すなわち，当時の代表的な稲作技術者からみれば，「旱育稀植栽培法」は 1960 年代から
黒竜江省に存在したものであり（呂長文 1990：204），先行研究で言われているように旱育
苗（畑育苗）技術そのものが 1980 年代初頭に始めて黒竜江省に導入された画期的なもの
ではなかったのである．それでは，1960 年代の畑育苗技術はなぜ普及しなかったのか．以
下で詳述していく．
3．1970 年代までの技術的ネックとその解決
　結論を先取りすれば，畑育苗技術の普及を妨げていたのは立枯病の多発であった．立枯
病は ph 値の高い土壌を使った畑育苗時に多く発生するが，1960 年代末には土壌の ph 値
を調整する技術がなく，育苗用土を消毒する技術もなかったため（黒竜江省地方志編纂委
員会 1993a：184；呂長文 1990：204），立枯病を防ぐことができなかった．
　立枯病の発生の原因となる土壌の性質についてみてみよう．1999 年に出版された資料に
よると，黒竜江省の耕地の 90％は松嫩平原と三江平原に分布しており，土壌に関してみる
と，黒土，黒䷌土，草甸土などの土壌が 60％程度を占めており，これらは比較的に肥沃で
ある．黒土は中性，微酸性であり，黒䷌土は中性またはアルカリ性，草甸土は中性である．
また，黒竜江省において後発的に開発された沼沢土や塩土，䲗土地帯もアルカリ性土壌で
ある．沼沢土は三江平原では中性反応をみせるが，松嫩平原ではアルカリ性反応をみせる
（《中国農業全書・黒竜江省巻》編集委員会 1999：8-10）．すなわち，黒竜江省の主要な耕
地における土壌は中性やアルカリ性土壌であり， ph 値の高い土壌であったため，畑育苗を
実施すると立枯病が多発したのであった．
　しかし，立枯病を防ぐ方法がないわけではない．畑育苗の場合，床土のph値を最低でも6.0
以下に調整することにより，立枯病を防ぐことができる．藤原長作と原正市により展示さ
れた畑苗移植栽培技術が好成績であったのは，いずれも土の ph 値を調整したからである．
藤原の技術をまとめた『寒地水稲稀植技術』には，土壌の適切な ph 値は 4.5 ～ 5.5 である
とあり（方正県寒地水稲稀植技術組 1984：9），原の技術を紹介した『中国における稲作技
術協力17ヵ年のあゆみと水稲畑苗移植栽培の基準』においては，床土のph値は高くとも6.0
以下でなければならないことが，指摘されている（原 1999：51）．つまり，藤原技術，原
技術は，ph 値を 6.0 以下に調整したことこそが成功のポイントであった．　
　ただし，育苗床土の ph 値を調整する技術は，藤原と原によって初めて黒竜江省に持ち
込まれたのではない．呂によると，1980 年から①床土の ph 値調整，②床土消毒，③窒素，
リン酸，カリなど速効肥料の増施を内容とする育苗床土調整技術が黒竜江省に登場したと
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いう（呂長文 1990：204）．これは，1979 年に呂長文を含む 4 人の技術者が黒竜江省から
吉林省の公主嶺に派遣され，田中稔を団長とした「中日稲作技術学習班」で技術交流を行っ
た際に学び，黒竜江省に持ち込んだものだと考えられる．というのは，黒竜江省五常県第
3 良種場においては，1979 年に当該技術の試験研究を行ったからである（黒竜江省地方志
編纂委員会 1993a：358；呂長文 1990：211）．後述するように，育苗床土調整技術は 1980
年以降，着実に普及していった．
　以上の検討から，ここでも，先行研究がいうように，藤原と原によって持ち込まれた畑
育苗移植栽培技術が黒竜江省稲作の発展の契機になったとは理解しにくい．黒竜江省稲作
の発展の契機となったのは，育苗土の ph 値を調整する技術であった18）．
4．1970 年代～ 1980 年代初頭における稲作技術と稲作の経済的地位の変化
　1970 年代まで，黒竜江省においては育苗床土の ph 値を調整する技術がなかったため，
保温折衷苗代育苗を行う五常や牡丹江などの南部の一部地域を除けば，直播栽培や水床（水
苗代）育苗による移植栽培が主な栽培法であった．水床育苗法や保温折衷苗代育苗の場合，
旱育苗稲作栽培法に比べ，苗を本田に移植した後の活着が遅く，根の損傷も大きい．その
ため，本田における生育期間が短くなり，同じ条件下では生産量が少なくなることを意味
する．このような技術的制限から，1970 年代においては，水稲は最も収益の高い穀物とし
ての地位を確立することができなかった．実際，黒竜江省の一部地域の幹部と農民は，水
稲は栽培の難しい作物であり，かつ労働集約的で費用が高く，収益も少ないと認識してい
た（呂長文 1990：61）．人民公社期において幹部たちが耕作作物やその作付面積を決めて
いたため，幹部の意思は重要であった19）．
　また，技術普及に関しても，幹部の意思が重要であった．中国では文化大革命の影響で，
農業技術普及ステーションによる農業技術普及体制が崩壊していたが，黒竜江省では 1970
年以降，農業技術普及ステーションの立て直しが行われ，1971 年 3 月までに 52 県と 503
の人民公社（それぞれ全体の 73％と 48％）において農業技術普及ステーションが回復さ
れた．1977 年にはすべての地区（地級市），県（県級市）に農業技術普及総ステーション
が設立され，全体の 79％の人民公社に農業技術普及ステーションが存在した（《中国農業
全書・黒竜江省巻》編集委員会 1999：329-330）．しかしながら，こうした技術普及体制は整っ
18）ただし，こうした結論は藤原と原による稲作技術伝授の積極的評価を否定するものではない．後に述べるよ
うに，藤原と原による技術指導は，黒竜江省稲作の拡大に大きな影響を及ぼした事実にはかわりない．
19）省の幹部たちも水田を重要視していなかったといわれている（呂長文 1990：432）．
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ていたものの，畑育苗技術は普及することがなかった．というのも，人民公社においては
農業技術員が幹部を兼ねる場合が多く，普及させる技術を選択する際には幹部の意思が反
映される．筆者の訪問したことのある A 郷でも人民公社時代に農業技術員が幹部を兼ね
ていた．A 郷のある村は，朝鮮族の密集している村であり，1930 年代から稲作農業を行っ
てきた．しかし，1970 年代まで直播栽培を行っていた．土壌の ph 値を調整する技術がな
い時点において畑育苗は適切でなかったため選択されなかったと思われる．
　しかし，1980 年代に入ると新しい農業技術の登場と農業制度・政策の変化により，稲作
の経済的地位に変化が起こった．まず，農業技術面においては，土壌の ph 値を調整する
技術が登場する．黒竜江省農業技術普及ステーションでは，1980 年から育苗床土調整技術
を大々的に普及させ始め，同年にすでに全省 33 ヵ所において試験的に行われ，この技術
を用いた作付面積は 6,667ha 以上に達していた（黒竜江省地方志編纂委員会 1993a：358）．
1982 年になると，相対的に水稲の作付面積の大きい 40 以上の県の 3.53 万 ha において育
苗床土調整技術を採用するようになった．さらに，1985 年には，当該技術を利用した稲作
作付面積は 8 万 ha にまで拡大した（呂長文 1990：211）．
　ここで，「育苗床土の ph 値を調整する技術の導入」といった場合，以下の 3 項目が取り
上げられる．すなわち，①田中稔を団長とする日本稲作技術団によるビニールハウス・箱
育苗・機械田植技術（大棚箱育苗機械田植技術）の導入，②藤原長作による畑苗技術の伝授，
③原正市による畑苗技術の伝授である20）．この中で呂長文によって強調されたのは①と②
であり（呂長文 1990），日本の先行研究において強調されてきた原正市ではなかった．
　まず，①ビニールハウス・箱育苗・機械田植技術の普及経緯に関してみてみよう．黒竜
江省では，1980 年に日本からビニールハウス・箱育苗及び機械田植関連の機械設備をワン
セットとして導入し，五常県の第 3 良種場で試験を行った（《中国農業全書・黒竜江省巻》
編集委員会 1999：338）．そして，この技術は後に普及させる際に，中国の実情に合わせ
ていくつかの点で部分的に改良が加えられた．例えば，ビニールハウス（大棚）の大きさ
を小さくした中棚や小棚を建て，そのフレーム部分の鋼鉄を竹や木で代用するなどしてコ
ストの問題を解決した．また，田植機は日本から輸入したものもあるが 21），吉林省の延吉
で作られた国産品も使用した．そして，1985 年には，大棚が 1,025 棟，中棚 944 棟，小棚
20）育苗床土の ph 値を調整する技術の普及は，育苗床土調整技術のように独立した技術として普及する場合と，
ここで示した日本の稲作技術（①～③）に含まれた形で普及する場合があった．
21）1986 年に日本からの食糧増産援助基金 3.5 億円を利用し，1,100 台の日本製田植機を輸入し，当該技術の普及
を加速させた（呂長文 1990：224）．日本外務省の HP によれば，1986 年の中国に対する食糧増産援助総額は 5
億円だった（2014.5.30 アクセス）．
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/jisseki/kuni/j_90sbefore/901-07.htm
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21,081 棟まで増加し，田植機は人力田植機が 7,631 台，動力田植機が 832 台あった．1985
年までに，この技術は黒竜江省の 9 つの地区，44 の県と 22 の国有農場に普及していき，
その作付面積は 2 万 ha まで広がった（呂長文 1990：210-224）．
　次に，②藤原長作の技術に関しては， 1984 年に省政府の指導下で『寒地水稲稀植技術』
と題するマニュアル本が印刷され，各地に配布された22）．また，1983 年と 84 年に，黒竜
江省農牧漁業庁及び水利庁は「全省水田生産会議」を開催し，各地で水田面積を拡大させ，
水稲旱育苗稀植栽培技術を積極的に採用するよう呼びかけた．特に 1984 年に，藤原の技
術指導を受けた方正県において会議が開かれた時には，各地の市県関連部門や技術員が参
加しており，この会議において水稲旱育苗稀植栽培技術を普及する方針が決まった．また，
方正県では毎年多くの科学技術員と農民技術員を水稲産地や新規開発地に派遣し，技術指
導や普及の促進に当たらせた（呂長文 1990：418）．こうしたことが背景となって，藤原の
旱育苗技術も徐々に普及し，1985 年には 1.2 万 ha にまで拡大した（呂長文 1990：213）．
　また，これ以外にも，黒竜江省における稲作の拡大を後押しする重要な技術があった．
1 つは，除草剤（化学除草）である．除草は収量を上げるうえで重要な作業であるが，黒
竜江省は耕作面積が広く，除草作業は農民に稲作農業が労働集約的であるとのイメージを
与える 1 つの要因であった．こうしたところにおける除草剤の普及は旧来のイメージを転
換させる効果をもった．
　1970 年代末から 80 年代初頭にかけて，中国における農薬輸入は，除草剤輸入が主要な
ものとなった（当代中国叢書編集委員会 1990：288）．この時期に日本，アメリカ，イギリス，
ドイツ，フランス，スイスなどの 10 数ヵ国から輸入した除草剤は，黒竜江省・市・県農
業生産資料公司が優先的に試用した後に全国的に普及された．そのため，黒竜江省は他地
域に比べて優先的に除草剤の使用が可能であったが，1983 年になると，黒竜江省における
除草剤の使用量は 2,219 トンに達し，全国で最も高い水準であった．除草剤を使用した水
田の面積は 23.2 万 ha に達したが，これは同年黒竜江省の水田作付面積の 90.9％を占めて
いた．1985 年時点で除草剤を使用した水田圃場は 48 万 ha に達したが，同年の稲作作付面
積が 39 万 ha であったことから，この年から一部の圃場では除草剤を 2 回以上使用したこ
とがわかる．1986 年以降「旱改田」（畑を水田に換える）が増え，水田の作付面積が増え
るにつれ除草剤の供給も増えていった（《中国農業全書・黒竜江省巻》編集委員会 1999：
78；336）．
　さらにもう１つは，抛秧栽培技術（投げ植え技術）で，1 戸当たり耕地面積の多い黒竜
22）1981 年から 1983 年までの試験期間を経て，1984 年に，黒竜江省は藤原長作の稲作技術を，重点的に普及さ
せる技術として位置づけた．
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江省にとっては重要な技術である．投げ植え技術は，畑育苗を前提にした技術であるが，
日本で生まれた技術であり，1970 年代以降中国に移転されたといわれている．当該技術は，
労働節約的で効率が高く，適切な時期に作付ができ，増収につながる．抛秧栽培技術は，
黒竜江省においては，旱育苗稀植栽培技術，箱育苗，機械田植えに次ぐ新たな技術として
位置づけられていた．1984 ～ 85 年時点で，17 の市，県の 21 ヵ所の試験地の 21ha で利用
されるようになった（呂長文 1990：213-225）．1989 年の全省レベルでの普及面積は，4 万
ha を超えるようになった（蔡・朱他 1990）．
　こうした稲作技術面におけるネックの解消と，稲作の拡大に寄与する技術（抛秧栽培技
術と化学除草）が登場したことにより，黒竜江省における稲作は急速に拡大していくこと
になった．ただし，その背景には，稲作が最も収益の高い穀物としての地位を確立したこ
ともあった．表 4 に示した 1985 年のデータは，753 戸の農家サンプル調査の結果である．
これによると，稲作の労働費（労働日数），物財費および税負担はいずれも小麦，大豆，
トウモロコシなどの畑作に比べ高いものの，収益は畑作の 3 ～ 4 倍になっている．
　水稲の収益が高いのは，稲作の単収が畑作に比べ高いことが重要であるが，他方でこの
時期に行われた価格引き上げ政策も関連している．1977 年から 1985 年までの黒竜江省に
おける買付価格の推移をみると，水稲（3 等）は 1977 年の 11.7 元 /50kg から 1979 年には
16.5 元 /50kg，1985 年には 23.1 元 /50kg へと 11.4 元 /50kg も上昇した．他方，小麦（3 等）
は 1977 年の 13.7 元 /50kg から 1985 年には 22.5 元 /50kg へと 8.8 元 /50kg 上昇し，トウ
モロコシ（2 等）は 1977 年の 8.2 元 /50kg から 1985 年の 13.2 元 /50kg へと 5.0 元 /50kg，
表４　1985 年における 10a 当たり収入・費用・収益
出所：呂長文（1990），124 ページ．
注：1）1.5 ムー＝ 10a として計算した．
　　2）データは，黒竜江省農村調査隊が 28 の市県，753 の農家にサンプル調査した結果である．
　　3）一部合計が合わないが，資料のままにした．
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大豆（3 等）は 1977 年の 16.5 元 /50kg から 1985 年の 30.0 元 /50kg へと 13.5 元 /50kg も
上昇した（《中国農業全書・黒竜江省巻》編集委員会 1999：380）．大豆は，水稲に比べ値
上げ幅は大きかったものの，表 4 でみるように単収が水稲の 3 分の 1 程度と低かったため，
収益は水稲の 3 分の 1 程度であった．このような収益条件からは，稲作が拡大することが
予測される．
　さらに，農業制度の面で，もう 1 つ取り上げるべきなのが責任生産制である．黒竜江省
では 1982 年から導入されたが，1984 年春までには省全体の 98％の地域で実施されるよう
になった（《中国農業全書・黒竜江省巻》編集委員会 1999：272）．この制度の導入により，
各々の農家が耕作作物やその作付面積を決めることができるようになった．そのため，多
くの農家が，収益性のよりよい水稲の栽培を選択した．図 1 の一般農村における稲作作付
面積が加速的に増加するのは，このためである．
　また，省政府は 1981 年 3 月に『関於進一歩発展水稲生産意見的報告』の中で，水稲生
産に関するいくつかの経済政策を打ち出した．この中には，稲作生産隊が国に上納する基
準を下げ，畑作を水田に換えた後も畑作の税率を基準に農業税を課すこと，「殺草丹」な
ど除草剤の奨励などの政策が含まれていた（呂長文 1990：411）．こうした政策も黒竜江省
における稲作の拡大に好影響を与えた．
Ⅲ．一般農村における稲作の拡大と国有農場における稲作の拡大
　既述のように，育苗段階における ph 値調整技術により，黒竜江省の稲作におけるネッ
クは解消された．以下では，ph 値調整技術を含む日本からの各技術が黒竜江省に導入さ
れたことにより，黒竜江省の主要な稲作地域において，稲作がどのように拡大したかを確
認しよう．
　黒竜江省稲作が広範囲に拡大したのは 1980 年代前半であるが，それを各市県別に示し
たのが表 5 である．牡丹江市，克山県，七台河市，克東県を除く全ての市県において稲作
が拡大したことを確認できる．1979 年時点で稲作面積の大きい県は，概ね朝鮮族の多い地
域である．朝鮮族が黒竜江省の稲作を支えてきたのであった．戦前における朝鮮からの移
住に加え，日本による「安全農村」23）の建設などにより，稲作を中心に行う朝鮮族農村が
形成された．一方，漢族村では，一部では人民公社期にも稲作農業を営んでいたが，多く
は責任生産制が導入された 1983 年以降，畑を水田に換える形で稲作の面積を拡大したと
23）「安全農村」とは，「満洲事変の勃発によって行き場を失った朝鮮人を収容するために、1933 年 2 月以降、朝
鮮総督府が東亜勧業株式会社に委託して、農耕地を獲得して建設させた農場である」（朴敬玉 2011：115）．
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いう（呂長文 1990：127-128）．このような事情が，表 5 に示したように 9 割以上の市県に
おける稲作の作付面積が拡大した背景にあった．
24）1950 年代後半に一時的稲作が急増するのは，稲作拡大政策によるものである．李海訓（2014）を参照されたい．
　こうした市県の農村（一般農村）における稲作の拡大が，黒竜江省の稲作拡大の基底で
あった．図 1 は，黒竜江省における稲作作付面積の変遷を表したものだが，ここからは，
黒竜江省の稲作が 1980 年代前半から拡大し始め， 80 年代半ばからは急速に増加している
ことが確認できる24）．黒竜江省農業の特殊性として挙げられるのが，一般農村と国有農場
表５　各県市における稲作作付面積の変化
出所：呂長文（1990），50-54 ページ．
注：1）1ha=15 ムー
　　2）愛輝県の 1985 年のデータは欠落．
　　3）1985 年の欄で「0」は「まったく栽培されていない県」であることを意味する．
　　4）黒河市，友誼県，五大連池市のデータは 1985 年のみ．
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からなる「二重構成」である．1980 年代初頭から 1990 年代前半までの黒竜江省全体の作
付面積の増減は，一般農村のそれと大きく関連している．一方，国有農場における稲作の
拡大は 1980 年代後半に始まるが，とくに 1990 年代半ば以降急速に増えており，1990 年代
半ばから2000年代初頭までは国有農場を中心に拡大した．2000年代半ば以降は，一般農村，
国有農場ともに増加しているが，一般農村の方が作付面積が多いだけでなく，増加幅も大
きい．黒竜江省の稲作を理解するためには，一般農村における稲作の展開も検討しなけれ
ばならない．以下では，一般農村における稲作拡大の具体像をみてみよう．その際，綏化
市を事例に検討する．
1．一般農村における稲作の拡大
　表 6 は，データの確認できる 1989 年以降の黒竜江省各地域における作付面積の変遷を
示したものである．これによると，1989 年時点で作付面積が最も大きいのは松花江地区で
ある．しかし，同地区は 1997 年以降哈爾浜市に合併されるため，本稿では，1989 年時点
で第 2 位である綏化を事例として取り上げる．綏化市は今日においても黒竜江省における
主要な稲作産地であり，作付面積も増え続けている．
　綏化市における稲作の拡大は 1980 年代に入ってからのことである．市の行政区域内に
は 10 の区・県・県級市があるが，その中で 2010 年時点で作付面積上位 3 位は，慶安県，
図１　黒竜江省における稲作作付面積の変遷   （万 ha）
出所：『黒竜江統計年鑑』，『黒竜江墾区統計年鑑』各年版．
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北林区（旧綏化県，以下綏化県と略称），海倫県である25）．表 5 に示したように，慶安県
における稲作作付面積は 1979 年の 4,821ha から 1985 年には 4 倍以上の 20,147ha に，綏化
県におけるそれは 1979 年の 5,895ha から 1985 年には約 3 倍の 15,596ha に急増した．一方，
海倫県は1979年の1,733haから1985年には4,345haに増加し，1986年から急速に増加した．
このように，区域内の各県における稲作が急速に拡大したため，綏化市は表 6 からもわか
るように，1980 年代にすでに黒竜江省における有力な稲作産地として成長していた．綏化
市は黒竜江省における先端事例であるが，綏化市における稲作の拡大には，「技術的ネッ
クの解消」以外の特殊な事情もあった．
　第 6 次 5 ヵ年年計画の期間（1981 年～ 1985 年）中，黒竜江省の巴彦，綏化，海倫，訥河，
黒河，遜克の 6 県（市）が国家第 1 期 60 ヵ所商品糧基地試点県として選ばれた（《中国農
業全書・黒竜江省巻》編集委員会 1999：78）．黒竜江省における商品糧基地建設は 1983 年
にはじまるが，綏化市からは綏化県と海倫県の 2 県が選ばれた．1983 年～ 1985 年の間に，
この 6 県に対し，国と省により 6,812.9 万元が投資された．このうち，国からの投資が 3,000
万元であり，これらの資金は農業技術普及体系，優良品種育種体系，水利基盤の整備など
に投入されたが，半分以上が水利基盤の整備に投下された（黒竜江省地方志編纂委員会
1993a：148）．このプロジェクトは，綏化市が黒竜江省の中でいち早く稲作を拡大させる
ことができた要因の 1 つとなった．綏化一帯の水田が大幅に増加したのは，黒竜江省が中
表６　黒竜江省各地域における稲作作付面積の変遷
出所：『黒竜江統計年鑑』各年版による．
注：「松花江地区」は 1997 年に「哈爾浜」に合併される．
25）2010 年時点で，綏化市の作付面積は 27.44 万 ha であったが，その中で慶安県は 8.02 万 ha（29.2％），綏化県
は 6.71 万 ha（24.5％），海倫県は 3.5 万 ha（12.8％）であった．
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部地区の呼蘭河流域に灌漑水田開発の重点をおき，優先的に事業を進めたこととも関連す
る（呂長文 1990：107）．
　さらに，1980 年代以降，黒竜江省は「以稲治䰳（稲作で冠水を克服する）」とのスロー
ガンの下，低䘌地の改造を水利建設の中心におき，「治䰳興稲（冠水を克服し稲作を発展
させる）」の路線を進めた．結果的に，綏化市の稲作は 1984 年の 5 万 ha から 1988 年には
16 万 ha まで増加したが，その大部分はこのように冠水を克服するための（治䰳）稲作か
ら始まったものである（呂長文 1990：421）．
　さらに以下では，黒竜江省稲作拡大のきっかけとなった ph 値調整技術を含む日本稲作
技術が海倫，慶安，綏化，この 3 県に導入・普及された経緯をみてみよう．
　海倫県は，原正市が旱育苗の技術指導を行った県である．原正市の派遣先として海倫県
が選ばれたのは，既述の商品糧基地建設プロジェクトと無関係ではないと思われる．原が
訪れる以前，海倫県では直播栽培法が基本であった．原は 1982 年に成功を収めて以来，
83 年と 84 年にも海倫県を訪れたが，原によって伝授された旱育苗稲作技術による水稲は，
直播栽培に比べ収量の増加が見られた（原 1999）．こうした原の業績が，1986 年から稲作
作付面積を急増させた要因であった．
　また，綏化県でも 1970 年代までは，直播栽培法で稲作農業を行っていた．戦前から稲
作を行っていた興和郷における栽培法も直播栽培だった．1982 年に原が海倫県で旱育苗
技術を伝授した際，興和郷の生産隊長以上の幹部たちが海倫県に行って講義を受けた（鄭
2010：105）．同様のことは，綏化県内の他の郷鎮も行ったと考えられ，原の仕事は 1980
年代前半における綏化県稲作拡大に大きな影響を与えたといえよう．
　慶安県の場合も，1970 年代までは直播栽培法であった．1983 年秋に，県政府は旱育苗
技術を学習するために職務担当者を方正県に派遣した．方正県は，1981 年に藤原長作が技
術指導を行った県である．慶安県では 1984 年から旱育苗技術を導入し，全県 15 郷の 6,785
戸（2,100ha）が当該技術による稲作を展開した．その結果，単収26）が 600kg/10a に達し，
直播に比べ 33.3％の増収であった（慶安県志編纂委員会 1995：103）．このような結果が，
1985 年の稲作作付面積の急速な拡大につながった27）．この他に，ビニールハウス・箱育苗・
機械田植のセット技術も普及した．当該技術を利用した稲作は，1984 年に 8ha だったが， 
1990 年には約 2 万 ha まで増加し，その間，1988 年には農牧漁業部科学技術進歩一等奨を
受賞した（綏化地区地方志編纂委員会 1995：283）．
　綏化市の事例は，商品糧基地建設プロジェクトという特殊な要因はあるものの，一般農
26）単収は籾ベースの数字である．
27）1985 年の作付面積の 87％が旱育苗技術によるものであった．
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村における稲作拡大の要因が，土壌の ph 値調整技術を含む旱育苗技術とビニールハウス・
箱育苗・機械田植技術の導入にあったことが確認できた．そして，前者については藤原と
原が，また後者については田中稔を団長とする日本稲作技術団の果たした役割についても
指摘した．
2．国有農場における稲作の拡大
　次に国有農場における稲作の拡大を検討してみよう．国有農場における稲作が急速に拡
大するのは，1990 年代半ば頃からであった．まず，その前史を紹介しておこう．
　国有農場における稲作の起源は，1950 年代の囚人労働を用いた「労改農場」（囚人農場）や，
戦前の水利施設を利用した公営機械農場が稲作を試みたことに遡る．しかし，国有農場に
おける農業生産をみると，小麦・豆の機械化生産が主で，水稲生産は規模が小さく自給的
生産に止まっており，その栽培体系も粗放的な直播栽培であった（徐一戒 1999：19-21）．
　しかし，1980 年代に入ると変化がみられた．国有農場では，1983 年冬から方正県の水
稲旱育苗稀植栽培技術を学び，1984 年からはビニールハウス・箱育苗・機械田植技術の試
験示範を行った．そして，稲作は，1985 年には綏浜農場，290 農場，友誼農場，857 農場
などの水田重点農場において普及するようになり，作付面積は 4,000ha 以上になった（呂
長文 1990：320）．このようにして 1980 年代以降，稲作は新技術導入後の国有農場におい
て拡大する傾向にあった．また，稲作を発展させた農場はその生産構造を大きく換え，貧
困から脱出することができた（「黒竜江省国営農場総局関于発展水稲生産的決定」28）．
　こうした変化の背景には，黒竜江省稲作の技術的ネックの解消後における総局の指導が
あった．1984 年 8 月，総局は水稲専門会議を開き，劉文挙副局長（当時）は「墾区水稲生
産は粗放的・自給的生産から集約的・商品生産へ転換し，広範囲に田植栽培技術を普及し
単収と利益を大幅に引上げよう」と呼びかけた．総局は，その後も 1985 年 1 月と 1986 年
1 月，そして 1987 年 3 月に水稲会議を召集した（徐一戒 1999：23）．　
　この間，稲作は畑育苗技術の普及を通して 4.33 万 ha まで拡大しており，単収も増大さ
せることができた（徐一戒 1999：25）．ここで先導的な役割を果たしたのが哈爾浜分局29）
の慶陽農場だった．慶陽農場は方正県の近くに位置しており，方正県から藤原長作の畑育
苗技術を学ぶにあたっては地理的優位性があった．1983 年，方正県から畑育苗技術を導入
28）黒竜江省農墾系統網絡化方志館 HP．2013 年 10 月 7 日アクセス．
http://210.76.63.176/trsweb/Detail.wct?SelectID=6697&RecID=84　
29）黒竜江省農墾総局の分局の１つ．哈爾浜分局のほかに綏化分局，済済哈爾分局，九三分局，北安分局，宝泉
嶺分局，紅興隆分局，牡丹江分局，建三江分局がある．
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し 3.3ha において試験的に採用し，717kg/10a という高い単収を実現した．こうした慶陽
農場の成功は，哈爾浜分局の幹部たちに水稲発展の重要性を認識させた．その後，農業構
造を調整し，「以稲治䰳」，「以稲致富（稲を利用して豊かになる）」という戦略を確立した．
そして，1984 年，新たに開墾した荒地や沼地に自ら灌排水工事を行った場合は，農場に上
納する水稲を 3 年間免除するなどの優遇政策を打ち出した．また，同年から畑育苗技術も
普及するようになり，全分局内に水稲ブームが到来した（徐一戒 1999：425）．
　総局は，1987 年に「13.3 万 ha の水稲開発規画」を打ち出し，これを実現するために，
翌年慶陽農場で稲作開発工作会議を召集した．ここで，劉文挙副局長は水稲開発において
は三江平原，「低䘌易䰳（冠水しやすい）地」に重点におき，「以稲治䰳」で水害を水利に
転換させようと述べている．この会議には 43 農場の 77 人の幹部が参加し，会議期間中に
方正県の畑育苗技術経験や慶陽農場の水稲開発を視察した（徐一戒 1999：25）．ここに参
加していた幹部たちが，各々の農場に帰って稲作の開発に力を入れたと思われる30）．その
結果，図 1 や表 6 でみるように，国有農場の稲作は徐々に拡大するのであった．
　以上のようなプロセスを経て，国有農場における稲作が急速に拡大し始めたのは，1990
年代半ばからである．国有農場における稲作は，総局主導の下で拡大してきた．1994 年に，
当時の朱鎔基副総理は黒竜江省を視察する際，中国の食糧問題，「吃飯問題」を解決する
には，最終的に黒竜江省，黒竜江墾区に頼らざるを得ないと強調しており，後に総理とな
る温家宝も 100 億斤商品糧基地を建設し，一刻も早く一人当たりの収入を 2,000 元水準に
することを目指すとした（黒竜江省国営農場総局統計局編 1995：19）．こうしたことをう
け，総局の王錫禄書記（当時）は，同年 12 月 17 日の農墾工作会議において，「災害に強
く，優良かつ高収性・高効率性を考慮し，食糧作物・経済作物・飼料作物との三元構造に
従い，水稲とトウモロコシを拡大させ，大豆は安定，小麦は縮小させ，甜菜と油菜の作付
面積は保証する程度で，耕作農業の構造調整を行おう」と演説している（黒竜江省国営農
場総局統計局編 1995：7）．これが，1990 年代半ばからの稲作作付面積を急速に拡大させ
た要因であった．さらに，ここにきて，水稲が災害に耐える優良かつ高収性・高効率性作
物として位置づけられるようになったのは興味深い．小麦は収穫期に雨に遭うと「䰳災（冠
水による被害）」になるのに対し，水稲はこれをある程度克服することができるだけでなく，
小麦に比べ単収も高いため，優位に立つのである．
　以下では，三江平原に位置する個別国有農場における稲作の事例をみてみよう．ここで
は，紅興隆管理局（分局）に所属し，三江平原の腹部に位置する 852 農場と 853 農場を取
り上げる．表 7 からは，稲作が両農場において 1990 年代半ば以降急速に拡大しているこ
30）この間，1988 年に中央政府による「三江平原農業綜合開発プロジェクト」が開始された．
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とを確認できる．他方，小麦は 1990 年代半ば以降急速に縮小する．総局による政策の結
果である．
　852 農場は，1984 年まで小麦，大豆，トウモロコシを主要作物とする機械化農業を行っ
ていた（『八五二農場志 1956-1984』32） ）．しかし，1984 年になると，852 農場では稲作の
拡大のため，総勢 35 名の農場関係者による派遣団を組織し，方正県へ畑育苗稀植栽培技
術を習得するために派遣した．そして，1985 年春，農場水利部門や水利技術人員と共同
で規格・施工し，水田 508ha を開発・完成させた．続いて，方正県から 2 人の農民技術員
を招聘し，その技術指導のもと畑育苗・手植えを行い，600kg/10a という好成績を上げた
（八五二農場志編纂委員会 2006：166）．しかし，その後の 10 年間に稲作はそれほど増加せ
ず， 1994 年には 800ha に止まっているが，1996 ～ 98 年にかけて大々的な開発を行い，そ
表7　852 農場と 853 農場における農業構造の変遷
出所：『黒竜江墾区統計年鑑』，各年版による．
32）「黒竜江省農墾系統網絡化方志館 HP．2014 年 10 月 8 日アクセス．
http://210.76.63.176/trsweb/Search.wct?ChannelID=2654
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の間 13,667ha の水田を開発した（八五二農場志編纂委員会 2006：166）．以上，852 農場で
は，1980 年代半ば頃から方正県の技術（すなわち藤原技術）により稲作が始まり，その直
後には大きな発展はみられなかったが，総局の強力なイニシアティブの下で 1990 年代半
ば以降に稲作が大きく拡大したことがわかる33）．
　他方で，852 農場に隣接する 853 農場は，1957 年から稲作を行ってきたものの 1985 年
時点においてもその作付面積は約 450ha 規模に止まっていた．1986 ～ 94 年の間は，5 つ
の分場の 20 の生産隊が稲作を行っていたが，直播栽培が主であり，大きな発展はみられ
なかった（八五三農場志編審委員会 2006：116-117）．853 農場の作付面積も 1990 年代半ば
以降急増するが，これも総局の影響によるものと考えられる．853 農場では 1994 年末から
水田の拡大を計画していた．そして，翌 1995 年 8 月末から 9 月初頭にかけ， 60 余名から
構成される団体が慶陽農場などの稲作地帯を訪問した．さらに，同年 9 月に入ると，853
農場は，水田に対する 20 項目にわたる優遇政策を打ち出すとともに，東北各地の農民に
同農場にきて水田を請け負うように呼びかけた．結果，1 ヵ月以内に望奎，綏化，五常，
慶安など 6 県市から 5,430 人の稲作経験を持つ農民が訪れ，新たに開発された約 8,300ha
の水田を請け負った．既述のように，慶安は方正県から稲作技術を習得した県である．
1996 年の春節以降，数千人の稲作農家が 853 農場に引っ越してきており，一部の連隊34）
では半分以上が外地農家であるという光景もみられた．また同年に，853 農場は慶陽農場
から高級水稲専門家を招聘し，指導を受けた．このような政策的関与の下で，稲作が拡大
することになった．1996 年時点で，農場は 4 ヵ所に面的水稲開発区を編成したが，そのう
ち 2 ヵ所は 3,300ha 以上の規模だった（八五三農場志編審委員会 2006：116-117）．これが，
853 農場において 1990 年代半ば以降稲作が急拡大した経緯である．
　最後に，国有農場で稲作が拡大するにあたり，国有農場の特殊な土地制度に触れてお
く必要がある．国有農場における土地制度は，一般農村と異なり，土地管理は農場（連
隊）が行う．一般農村の場合，第 1 次土地請負は 1980 年代前半から 15 年間，その後の
1990 年代後半からは 30 年間同じ農家が決まった土地を請け負う形式になっており，請負
期間内においてはその土地に対する「利用権」を享受することができる．他方，国有農場
の職工農家の場合は，一般農村における 1990 年代後半以降のような土地に対する「利用
権」はなく，農場内の一定面積の土地に対する「請負権」を享受することができる制度で
ある．ここで，重要なのが請負権である．毎年春先に土地を請け負うが，農作業を終える
33）852 農場における 2000 年代以降の稲作拡大には，日本の ODA の下で建設された竜頭橋ダムも積極的役割を
果たしたと思われる．この点については，李海訓（2014）を参照されたい．　
34）国有農場の下部組織であり，一般農村の村（小隊）に相当する．
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と土地は連隊に返還される．そして翌年には，また再配分されるので，同一職工農家が毎
年同じ土地で農業を行えない場合が多い．こうした制度は 1990 年代後半に導入されたが，
この特殊な土地制度は国有農場として水田を拡大しようとする際には非常に都合のよい制
度で，これが国有農場の稲作の拡大を促進する要因となった．
　黒竜江省における稲作の技術的ネックが解消した後，国有農場においては農場の主導で，
外地から稲作経験者を呼び寄せながら稲作の拡大を推進してきた．その際，藤原長作の技
術指導を受けた方正県が大きな役割を果たしていることは，以上の内容から十分に理解で
きよう．
Ⅳ．おわりに
　本稿では，黒竜江省における稲作拡大のプロセスを農業技術論的に明らかにし，一般農
村と国有農場における稲作展開の具体像を個別事例から明らかにしようとした．本稿で明
らかになった点は以下の点である．
　第 1 に，なぜ 1970 年代まで黒竜江省における稲作が拡大しなかったかを検討した結果，
立枯病がネックになっていたことが判明した．その後，育苗床土の ph 値調整技術を含む
日本の稲作技術が 3 つのルートから黒竜江省に導入された．まず田中稔を団長とする日中
稲作農業技術団によって展示されたビニールハウス・箱育苗・機械田植技術，そして藤原
長作および原正市による旱育苗技術である．このうち最もはやく導入されたのはビニール
ハウス・箱育苗・機械田植技術であった（1979 年）．また，品種に関しても，黒竜江省内，
中国国内（とりわけ吉林省）の農業研究機関が，戦前から残された「遺産」を基盤にした
品種育成を行った．さらに，そこで生まれた品種や，日本，吉林省などから新たに導入し
た品種を基に試験研究活動を行い，新たな品種を育成してきた．こうした品種は十分に評
価されてよく，先行研究において強調されてきたような 1980 年代前半に導入された品種
や旱育苗技術そのものが，画期的な技術移転であったわけではない．また，抛秧栽培技術
や化学除草技術などの技術も，黒竜江省における稲作の拡大に積極的な役割を果たした．
　第 2 に，稲作農業技術面におけるネックが解消された後，各県（一般農村）では 1980
年代初頭から積極的にこうした技術を学習し，稲作の拡大を実現した．一方，国有農場で
は 1990 年代半ば以降，農場の主導で，外地からの稲作経験者とその技術指導を取り入れ
ながら稲作を拡大してきた．また，その際には，国有農場における特殊な土地制度もプラ
スに働いた．
　以上の一般農村および国有農場における稲作の拡大についての検討を通じて明らかに
なったことは，1980 年代以降の黒竜江省の稲作発展過程において，国有農場だけが重要だっ
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たのではなく，一般農村の役割もまた大きかったことである．また，一般農村における稲
作の順調な拡大は，国有農場における総局の指導による稲作拡大を図る際の 1 つの根拠に
なったと思われる．
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